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「公共」ライドシェア方式によるまめっこ事業への承認について 

 

１ 概 要                                 

  少子高齢化による人口減少がもたらす路線バスの減便・撤退などにより、熱海市にお

ける交通空白地域の解消、交通弱者支援を目的として、熱海次世代観光・地域交通プラ

ットフォーム協議会は、熱海市の地形や道路、想定される利用人数に適した車両を用意

し交通空白地域の自宅またはランドマークと社会資源（商店、飲食店、病院など）のあ

る地域を結ぶ、タクシーよりも低コストで路線バスよりも融通性がある、交通手段の運

行を実現するため、「公共」ライドシェア方式によるまめっこ事業を実施します。 

  熱海市の交通空白地域には、熱海市内の社会資源施設よりも、伊東市・湯河原町など

の近隣市町へ移動する方が、利便性が高い状況がいくらかある中で、その移動を確保す

る場合には該当となる地域の地域公共交通会議や自治体から、右記の承認事項を踏ま

え、協議を調える必要があります。 

  つきましては、熱海市の交通空白地域の一つである泉地域にて、「公共」ライドシェ

アによる移動の確保をするため、湯河原町地域公共交通会議にて協議するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「公共」ライドシェア事業の実施に係る必要な承認事項 

 (1) 路線又は運送の区域 

    熱海市泉地区の交通空白地域～湯河原町吉浜 1576-47(エスポット湯河原店) 

 (2) 旅客から収受する対価 

    500円(但し、実証実験期間中は別途発行される補助金を利用可とする。) 

 (3) 運送しようとする旅客の範囲 

    熱海市泉地区交通空白地域の住民 

    （交通空白地域：最寄りのバス停から 300ｍ、電車の駅から 800ｍ以上離れている

地域） 

 

３ 承認後の流れについて 

  本協議会にて委員の皆さまから承認をいただいた後、湯河原町地域公共交通会議と

して、中部運輸局静岡運輸支局長および熱海市長あてに「地域公共交通会議等において

協議が調ったことを証する書類」（様式第 1-5号）を提出します。 
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４ 根拠となる法令等（一部抜粋） 

 

 (1) 道路運送法                           

（有償運送） 

第七十八条 自家用自動車（事業用自動車以外の自動車をいう。以下同じ。）は、次に掲

げる場合を除き、有償で運送の用に供してはならない。 

一 災害のため緊急を要するとき。 

二 市町村、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定

非営利活動法人その他国土交通省令で定める者が、次条の規定により地域住民又は観

光旅客その他の当該地域を来訪する者の運送その他の国土交通省令で定める旅客の運

送（以下「自家用有償旅客運送」という。）を行うとき。 

三 公共の福祉を確保するためやむを得ない場合において、国土交通大臣の許可を受け

て地域又は期間を限定して運送の用に供するとき。 

（登録） 

第七十九条 自家用有償旅客運送を行おうとする者は、国土交通大臣の行う登録を受け

なければならない。 

（登録の申請） 

第七十九条の二 前条の登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書

を国土交通大臣に提出しなければならない。 

（登録の拒否） 

第七十九条の四 国土交通大臣は、第七十九条の二の規定による登録の申請が次の各号

のいずれかに該当する場合には、その登録を拒否しなければならない。 

一 申請者が一年以上の懲役又は禁錮の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなつた日から二年を経過していない者であるとき。 

二 申請者が第七十九条の十二の規定による登録の取消しを受け、取消しの日から二

年を経過していない者（当該登録を取り消された者が法人である場合においては、

当該取消しを受けた法人のその処分を受ける原因となつた事項が発生した当時現に

その法人の業務を執行する役員として在任した者で当該取消しの日から二年を経過

していないものを含む。）であるとき。 

三 申請者が自家用有償旅客運送の業務に関し成年者と同一の行為能力を有しない未

成年者である場合において、その法定代理人が前二号又は次号のいずれかに該当す

る者であるとき。 

四 申請者が法人である場合において、その法人の役員が前三号のいずれかに該当す

る者であるとき。 

 

 

 

 

 

 

 

五 申請に係る自家用有償旅客運送に関し、国土交通省令で定めるところにより、地

方公共団体、一般旅客自動車運送事業者又はその組織する団体、住民その他の国土

交通省令で定める関係者間において、一般旅客自動車運送事業者によることが困難

であり、かつ、地域における必要な旅客輸送を確保するため必要であることについ

て協議が調つていないとき。 

六 申請者がその申請に係る自家用有償旅客運送に必要と認められる輸送施設の保

有、運転者の確保、自家用有償旅客運送自動車の運行管理の体制の整備その他の輸

送の安全及び旅客の利便の確保のために必要な国土交通省令で定める措置を講ずる

と認められないとき。 

 

 

 (2) 湯河原町地域公共交通会議設置要綱 

（目的） 

第１条 湯河原町地域公共交通会議（以下「交通会議」という。）は、地域公共交通の

活性化及び再生に関する法律（平成19年法律第59号）第６条第１項の規定に基づく地

域公共交通計画（以下「交通計画」という。）の作成及び実施に関する協議等及び道

路運送法（昭和26年法律第183号）の規定に基づく地域住民の生活に必要な旅客運送

の確保その他旅客の利便の増進に必要となる事項の協議等を行うため設置する。 

（協議事項） 

第２条 交通会議は、次に掲げる事項を協議し、関係する事業を実施する。 

（1） 交通計画等の策定及び変更の協議に関する事項 

（2） 交通計画等の実施に係る協議及び連絡調整に関する事項 

（3） 交通計画等に位置付けられた事業の実施に関する事項 

（4） 湯河原町（以下「町」という。）における公共交通のあり方に関する事項 

（5） 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様、運賃、料金等に関する事項 

（6） 町に対する有償運送の必要性及び利用者から収受する対価に関する事項 

（7） 前各号に掲げるもののほか、交通会議の目的を達成するために必要な事項 
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様式第１-５号 

 

 令和７年 月 日 

 

 中部運輸局 静岡運輸支局長 殿 

 熱海市長 殿 

 

 

地域公共交通会議等において協議が調ったことを証する書類 

 

 

 申請のあった自家用有償旅客運送については、下記のとおり地域公共交通会議等におい

て、一般旅客自動車運送事業者によることが困難であり、かつ、地域住民等の旅客輸送を

確保するために必要であるとの協議が調ったので、その旨証明します。 

 

 

記 

 

１．自家用有償旅客運送の種別 

交通空白地有償運送 

 

２．地域公共交通会議等の名称及び対象市町村 

 （名 称）湯河原町地域公共交通会議 

   

 （対象市町村）湯河原町 

 

３．地域公共交通会議等にて協議が調った年月日 

  令和７年１月 (20) 日 

 

４．運送主体の名称、住所、代表者の氏名 

  名称：熱海次世代観光・地域交通プラットフォーム協議会＊ 

  住所：〒413-0003 静岡県熱海市海光町 7-17 熱海サニーハイツ 1-827 

  代表：森田 金清 

＊78条 2号申請時には組織をＮＰＯ熱海次世代観光・地域交通基盤協議会に衣替えの予定

です。 

 

 

 

 

 

 



令和７年１月 20日 湯河原町地域公共交通会議資料 

4 

 

 

５．調った協議の内容 

(1) 路線又は運送の区域 

   熱海市泉地区の交通空白地域～湯河原町吉浜 1576-47（エスポット湯河原店） 

   ※別紙参照 

(2) 旅客から収受する対価（対価の内容を添付すること） 

     500円（但し、実証実験期間中は別途発行される補助券を利用可とする。） 

    ※別紙参照 

 (3) 運送しようとする旅客の範囲 

     熱海市泉地区交通空白地域の住民（交通空白地域：最寄りのバス停より３００ｍ、

同じく電車の駅より８００ｍ以上離れている地域） 

 

６．その他特記事項 

特になし 

             令和７年  月  日 

             湯河原町地域公共交通会議 会長 露 木  豪 

※地域公共交通会議等が設置されていない場合は、対象市町村の長  

 

以上 
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別紙 


